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総合計画の
位置付け

　

　

　

　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

年度

目指す都市像

施　　　策

対象

事業の
目的

３　克服できる範囲内

平成

見込み

名称及び単位等

２　　任意

年度

市が関与することは妥当でない（縮小、廃止又は民営化すべき）事業

実績

事業の終了予定年度

２４（評価）
年度

２　ある程度はある

公共性や収益性の観点から市が関与すべき事業

平成事業の開始年度

１　　義務

説明

３　　任意

当初予算当初予算

計算式等

決算

国県補助金等その他

　

説明

見込み見込み実績

１　非常に大きい ４　ほとんどない

計画 見込み

成果指標

活動指標
①

活動指標
②

財源の内訳

歳入
（b）

（a）　－　（b）　＝　一般財源

歳出　（直接事業費）　（a）

受益者負担額

コストの
推移

（単位：
千円） 従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト

人件費　（c）

トータルコスト　（a）＋（c）

正職員

決算
D
O

実
施

２３年度

備考
（これまでの
実績等）

２５（今）
年度

２６（来）
年度

２９（総計
目標）
年度

指標の
推移

ソフト事業（任意） 内部管理・維持管理事業

なぜ市が
関与して
いるのか

予算事業名

事業の
内容説明

　

法律等（条例を除く）で義務付けられた事業

妥当性
評価

この事業
を行うこと
は妥当か

やめた
場合の
影響は

担当課名 課長名

事務事業名

ソフト事業（義務）
事業類型を下記のように分類して○をつけて
います。

ソフト事業（義務）：法令などにより実施が義
務付けられた事業
ソフト事業（任意）：市が自主的に実施する市
民サービス事業
内部管理・維持管理事業：直接的な市民
サービスを伴わない内部的・定型的な業務

事業の終了が決まってい
る場合、終了（予定）年度
を記載しています。

上記「従事者数」の数値に、橿原市職
員の平均年収をかけた（乗じた）値を記
載しています。

その事業について、人件費も含み、
トータルでどれぐらいの費用がか
かっているかを記載しています。

橿原市第3次総合計画の体系への関連付けを記載しています。

この事業の活動内容を具体的に記載し
ています。

この事務事業を通じて、「誰を、何を、ど
こを」「どのような状態にしたいのか」を
記載しています。

なぜ「国・県」または「民間・地域」が実施するのではなく、市が事業を実施しているの
かを記載しています。

事業を取りやめたとき、予想される具体的な影響を記載し、また、その影響の軽減策
があれば記載しています。

事業の目的を数値化して表したものを「成果指標」とし、年度ごとの計画値または実績値を記載しています。

事業の活動内容を数値化して表したものを「活動指標」とし、年度ごとの計画値または実績値を記載して
います。

その他特筆すべき事項や、これまでの実績等があれば記載しています。

役職にかかわらず、職員1人当たりの1
年間の仕事量を「1」として考え、それ
ぞれの仕事に割り振った数値の合計
数を記載しています。

その事業にかかる費用に
ついて、人件費を除く額を
年度別に記載しています。



　

２　あまりできない

４　廃止又は休止する ５　完了する

３　縮小する
　

３　少しはできる ４　大きくできる

説明

４　低い１　高い　 ２　やや高い

（費用も含み）
この事業の

今後の方向性

説明

具体的にどうする
ことにより（手段）

説明

課内
優先
度

２　見直しながら続ける１　拡大する

上位施策
への貢献
度はどう

か

どんなことが期待
できるか（効果）

　

　
効率性評価

経費削減は可能か

１　全くできない

有効性
評価

事業は
有効か
（指標に
出ない
効果）

成果は
向上して
いるか

３　やや低い

３　やや低い ４　低い１　高い ２　やや高い

説明

C
H
E
C
K

評
価

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

事業類型がソフト事業
（任意）の事務事業につ
いて、課内での優先度を
相対評価によりＡ～Ｄの4
段階で記載しています。

評価対象年度に「事業の内容（手法）」を実施した結果、「事業の目的」はどれくらい達
成できたのかを記載しています。

評価対象年度に「事業の内容（手法）」を実施した結果、上位施策の推進に向けての取
り組みとして、どれくらい貢献できたのかを記載しています。

評価対象年度に実施した「事業の内容（手法）」の中で、コストの削減や事務処理時間
の短縮ができそうなものがあるのかどうかを記載しています。

妥当性・有効性・効率性について評価した結果、評価対象年度に実施した「事業の内容（手
法）」の中で、これから改善できるところがあれば、その改善内容と予想される効果を記載して
います。

今後、予算や人員をどのようにしていきたいのか、上述した改善内容の実施に必要な
ものも含めて記載しています。


	事務事業評価（ソフト・内部維持管理）

